
情報提供資料

0

4

8

12

16

70/1 75/1 80/1 85/1 90/1 95/1 00/1 05/1 10/1 15/1 20/1

1

出所：Bloombergのデータを基に委託会社作成。

2021年11月1日

ＳＯＭＰＯアルジェブリス・
グローバル金融株式ファンド（円ヘッジなし）
追加型投信／内外／株式

アルジェブリス スペシャルレポート Vol.3

平素より「ＳＯＭＰＯアルジェブリス・グローバル金融株式ファンド（円ヘッジなし）」（以下、当ファン
ド）をご愛顧賜り、誠に有難うございます。
本レポートでは、当ファンドの実質的な運用会社であるアルジェブリス・インベストメンツからの情報を基に、
足元の金融株式市場に関連するトピックをご紹介いたします。

今回のトピック
 徐々に広がりつつある「スタグフレーション」への懸念
 2020年代を特徴づける可能性が高い「グリーン・インフレーション」

トピック1 徐々に広がりつつある「スタグフレーション」への懸念

新型コロナウイルス感染拡大への対策として実施された、これまでに例のない規模の財政対策がもたら
した成長の加速がピークを迎える一方、インフレが加速しつつあることから、市場の一部では景気の停滞
とインフレが併存する「スタグフレーション」に陥るのではないかという懸念が広がりつつあります。

足元のインフレ加速は感染拡大によりもたらされたサプライチェーン（供給網）の障害が予想より長引
いたことによる供給不足が原因で、一過性のものであるという見方がある一方、スタグフレーションに陥っ
た1970年代の石油ショック後の状況と比較する動きもみられはじめました。

トピック1 要約

景気の停滞とイン
フレが併存する「ス
タグフレーション」へ
の懸念が市場の一
部で広がりつつある。

一部で1970年代
の状況と比較する
動きもあるが、スタ
グフレーションに陥
るとは考えていない。

理由として、景気
落ち込みのシグナ
ルである個人消費
支出と失業率がい
ずれも堅調な点が
挙げられる。

足元の生産・販売
の減少はサプライ
チェーンの障害によ
るもので、需要の
落ち込みが原因で
は無いとみている。

現状のインフレは成
長見通しを後押し
するもので、スタグフ
レーションというより
はリフレーション的
なものとみている。

※ 上記は過去の実績等を示したものであり将来を示唆あるいは保証するものではありません。

米国のコアCPI*（消費者物価指数）と失業率の推移
（1970年1月～2021年9月、月次）

（年/月）

（％）

コアCPI（前年同月比） 失業率

失業率の70年代平均6.2％

コアCPIの70年代平均：6.5％

1970年代

＊消費者物価指数のうち、価格変動の激しいエネルギー価格や食品価格を取り除いたもの。
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確かに、今後しばらくの間供給不足によるインフレが続く可能性はありますが、私たちは今後世界経済
がスタグフレーションに陥るとは考えていません。

スタグフレーションの場合、一般的に景気落ち込みのシグナルとして、需要の後退や失業率の上昇が起
こりますが、例えば米国では経済対策の一環として実施された家計支援により貯蓄額が増加したことで
個人消費支出はコロナショック前の水準よりも高くなっており、失業率も低下傾向にあります。

私たちは、2021年にみられる生産・販売の減少はサプライチェーンの障害による供給不足を原因とす
る短期的なもので、翌年に先送りになっただけであり、需要の落ち込みによるものでは無いとみています。

また、足元のインフレは成長見通しを後押しするものと認識しているため、スタグフレーションというよりは
むしろリフレーション（景気循環のなかで、デフレーションから脱し、インフレーションには至っていない状
態）的なものとみています。

トピック2 2020年代を特徴づける可能性が高い「グリーン・インフレーション」

エネルギー価格の上昇が市場の注目を集めていますが、私たちは、今回の価格上昇は、より根本的な
傾向を浮き彫りにしているとみています。

世界各国・地域で脱炭素に向けた動きが加速するなか、欧州では石炭火力発電所の閉鎖が進んで
いますが、発電燃料を石炭や石油から温暖化ガスの排出が少ない天然ガスに切り替えていることが足
元の天然ガス価格上昇の背景とみられます。

また、再生可能エネルギーへの移行ペースに比べ、化石燃料の使用を停止する動きが速すぎることがエ
ネルギー価格上昇の要因の一つとなっているとの見方もあります。

トピック2 要約

今回のエネルギー
価格の上昇は、よ
り根本的な傾向を
浮き彫りにしている
とみている。

急激な脱炭素シフ
トによる供給制約
が 引き 起こ す「 グ
リーン・インフレー
ション」が、2020年
代の特徴になる可
能性も。

化石燃料から再生
可能エネルギーに
シフトするために必
要な供給網を整
備するためには、莫
大な投資が必要で
あることは明確。

銀行が投資の継
続を支援するパー
トナーであり続ける
ことに疑いの余地
はなく、今後、融資
残高の拡大と金利
上昇の双方から恩
恵を受ける可能性
が高まるとみている。
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※ 上記は過去の実績等を示したものであり将来を示唆あるいは保証するものではありません。

原油、天然ガス、石炭の先物価格の推移
（2020年12月末～2021年10月20日、日次）

出所：Bloombergのデータを基に委託会社作成。

※2020年12月末を100として指数化
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2030年

このような急激な脱炭素シフトによる供給制約が引き起こすインフレ、すなわち「グリーン・インフレーショ
ン」が、2020年代の永続的な特徴になるかもしれません。

化石燃料から再生可能エネルギーへのシフトに必要な供給網を整備するためには莫大な投資が必要
であることは明確ですが、現在はまだ投資ブームの初期段階にあり、脱炭素社会の実現のため今後も
投資を継続していく必要があります。IEA（国際エネルギー機関）は、2050年に世界全体でCO2排
出量実質ゼロを実現するためには、2016～20年平均の3倍以上の投資を2030年までに実現する
必要があるとしています。

銀行が再生可能エネルギーへの投資の継続を支援するパートナーであり続けることに疑いの余地はない
ことから、銀行は今後、再生可能エネルギー関連融資残高の拡大と金利上昇の双方から恩恵を受け
る可能性が高まるとみています。
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※ 上記は過去の実績及び作成時点の見通し等を示したものであり将来を示唆あるいは保証するものではありません。

2050年CO2排出量実質ゼロ達成に必要なクリーンエネルギー投資額
（2016～20年の年平均と2030年）

（兆米ドル） 約3.5倍

※ 2030年は2050年にCO2排出量実質ゼロを達成するために必要としてIEAが算出した額。
出所： IEA ‘International Energy Agency （2021）, Net Zero by 2050, IEA, Paris'のデータを

基に委託会社作成。



当ファンドの主なリスクと留意点

基準価額の変動要因
当ファンドの基準価額は、組入れられる有価証券等の値動き等による影響を受けますが、これらの運用による損益はすべて投資者
の皆様に帰属いたします。したがって、投資者の皆様の投資元本は保証されているものではなく、基準価額の下落により、損失を被
り、投資元本を割り込むことがあります。また、投資信託は預貯金とは異なります。

●ファンドの主なリスクは以下のとおりです。
※基準価額の変動要因は、以下に限定されるものではありません。

価格変動リスク 株式の価格は、国内外の政治・経済情勢、市況等の影響を受けて変動します。組入れている株式の価
格の下落は、ファンドの基準価額が下落する要因となります。

信用リスク

株式の価格は、発行体の財務状態、経営、業績等の悪化及びそれらに関する外部評価の悪化等により下
落することがあります。組入れている株式の価格の下落は、ファンドの基準価額が下落する要因となります。
また発行体の倒産や債務不履行等の場合は、株式の価値がなくなることもあり、ファンドの基準価額が大
きく下落する場合があります。

流動性リスク

国内外の政治・経済情勢の急変、天災地変、発行体の財務状態の悪化等により、有価証券等の取引
量が減少することがあります。この場合、ファンドにとって最適な時期や価格で、有価証券等を売買できな
いことがあり、ファンドの基準価額が下落する要因となります。
また、取引量の著しい減少や取引停止の場合には、有価証券等の売買ができなかったり、想定外に不利
な価格での売買となり、ファンドの基準価額が大きく下落する場合があります。

カントリーリスク
一般的に、主要先進国以外の国では、主要先進国に比べて、経済が脆弱である可能性があり、国内外
の政治・経済情勢、取引制度、税制の変化等の影響を受けやすく、また市場規模や取引量が小さいこと
等から有価証券等の価格がより大きく変動することがあり、ファンドの基準価額が大きく下落することがあり
ます。

為替変動リスク
外貨建資産の価格は、当該外貨と日本円との間の為替レートの変動の影響を受けて変動します。
為替レートは、各国の政治・経済情勢、外国為替市場の需給、金利変動その他の要因により、短期間
に大幅に変動することがあります。当該外貨の為替レートが、円高になった場合は、ファンドの基準価額が
下落する要因となります。

業種集中投資リスク 金融機関の株式を投資対象とするため、幅広い業種に分散して投資するファンドと比べて基準価額の変
動が大きくなる場合があります。

くわしくは、投資信託説明書（交付目論見書）にて必ずご確認ください。

その他の留意点

 クーリングオフ制度（金融商品取引法第37条の６）の適用はありません。
 収益分配金は、預貯金の利息とは異なり、投資信託の純資産から支払われますので、収益分配金が支払われると、その金額

相当分、基準価額は下がります。収益分配金は、計算期間中に発生した収益（経費控除後の配当等収益および評価益を含
む売買益）を超えて支払われる場合があります。その場合、当期決算日の基準価額は前期決算日と比べて下落することになり
ます。また、収益分配金の水準は、必ずしも計算期間におけるファンドの収益率を示すものではありません。投資者のファンドの購
入価額によっては、収益分配金の一部又は全部が、実質的には元本の一部払戻しに相当する場合があります。ファンド購入後
の運用状況により、収益分配金額より基準価額の値上がりが小さかった場合も同様です。

 マザーファンドに投資する別のベビーファンドの追加設定・解約等により、当該マザーファンドにおいて売買等が生じた場合等には、
当ファンドの基準価額が影響を受ける場合があります。

一般社団法人投資信託協会規則に定める一の者に対する株式等エクスポージャー、債券等エクスポージャーおよびデリバティブ等エクスポージャー
の信託財産の純資産総額に対する比率は、原則として、それぞれ10％、合計で20％以内とすることとし、当該比率を超えることとなった場合には、
一般社団法人投資信託協会規則に従い当該比率以内となるよう調整を行うこととします。
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お申込みメモ
くわしくは、投資信託説明書（交付目論見書）にて必ずご確認ください。

購入の
申込期間

2021年9月30日から2022年12月29日まで
※申込期間は上記期間満了前に有価証券届出書を提出することにより更新されます。

購入単位 販売会社が定める単位
※詳細につきましては、販売会社までお問い合わせください。

購入価額 当初申込期間 1口あたり1円
継続申込期間 購入申込受付日の翌営業日の基準価額

換金単位 販売会社が定める単位
※詳細につきましては、販売会社までお問い合わせください。

換金価額 換金請求受付日の翌営業日の基準価額

換金代金 換金請求受付日から起算して、原則として６営業日目からお支払いします。

申込不可日 ・ ニューヨーク証券取引所、ロンドン証券取引所の休業日
・ ニューヨークの銀行、ロンドンの銀行の休業日

信託期間 2031年９月30日まで（設定日 2021年９月30日）
※委託会社は、信託約款の規定に基づき、信託期間を延長することができます。

決算日 原則９月30日（休業日の場合は翌営業日）
※初回決算日は、2022年9月30日です。

収益分配

毎決算時（年１回）、収益分配方針に基づいて収益の分配を行います。
※ 分配金を受取る一般コースと、分配金を再投資する自動けいぞく投資コースがあります。販売会社によっては、

どちらか一方のみのお取扱いとなる場合があります。各コースのお取扱いにつきましては、販売会社までお問い
合わせください。

※ 分配対象収益が少額の場合は分配を行わないことがあります。また、将来の分配金の支払いおよびその金
額について保証するものではありません。

課税関係
課税上は株式投資信託として取扱われます。公募株式投資信託は税法上、少額投資非課税制度「NISA
（ニーサ）」および未成年者少額投資非課税制度「ジュニアNISA（ニーサ）」の適用対象です。配当控除、
益金不算入制度の適用はありません。

投資者が直接的に負担する費用

購入時手数料 購入価額に3.3％（税抜3.0％）を上限として販売会社が定めた手数料率を乗じた額です。
※詳細につきましては、販売会社までお問い合わせください。

信託財産
留保額 ありません。

投資者が信託財産で間接的に負担する費用

運用管理費用
（信託報酬）

ファンドの日々の純資産総額に対して年率1.991％（税抜1.81％）を乗じた額です。
運用管理費用（信託報酬）は、毎日計上され、ファンドの基準価額に反映されます。毎計算期間の最初の
６ヵ月終了日および毎計算期末または信託終了のときに、ファンドから支払われます。

その他の費用・
手数料

以下の費用・手数料等が、ファンドから支払われます。
・監査費用 ・売買委託手数料 ・外国における資産の保管等に要する費用 ・信託財産に関する租税 等
※ 上記の費用・手数料については、運用状況等により変動するものであり、事前に料率、上限額等を表示することができま

せん。

■ 当該手数料等の合計額については、投資者の皆様がファンドを保有される期間、売買金額等に応じて異なりますので、表示することができません。

お客さまにご負担いただく手数料等について
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■販売会社（順不同、○は加入協会を表す） 2021年10月22日 現在

販売会社名 区分 登録番号 日本証券
業協会

一般社団
法人日本
投資顧問
業協会

一般社団
法人金融
先物取引
業協会

一般社団
法人第二
種金融商
品取引業

協会

備
考

明和證券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長(金商)第185号 ○
UBS SuMi TRUSTウェルス・マネジメント株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長(金商)第3233号 ○ ○ ○
三井住友信託銀行株式会社 （委託証券会社
UBS SuMi TRUSTウェルス・マネジメント） 登録金融機関 関東財務局長(登金)第649号 ○ ○ ○

＜備考欄の表示について＞
※１　記載の日付より新規お取扱いを開始します。
※２　記載の日付以降の新規お取扱いを行いません。
※３　新規のお取扱いを行っておりません。 ・詳細は販売会社または委託会社までお問い合わせください。

ＳＯＭＰＯアルジェブリス・グローバル金融株式ファンド（円ヘッジなし）

＜ご留意事項＞
・上記掲載の販売会社は、今後変更となる場合があります。
・上記掲載以外の販売会社において、お取扱いを行っている場合があります。

ファンドの委託会社およびその他の関係法人の概況

委託会社

ＳＯＭＰＯアセットマネジメント株式会社
金融商品取引業者（登録番号：関東財務局長（金商）第351号）であり、一般社団法人投資信託協
会、一般社団法人日本投資顧問業協会に加入しています。信託財産の運用指図等を行います。
電話：0120-69-5432（受付時間：営業日の午前9時から午後5時）
ホームページ・アドレス：https://www.sompo-am.co.jp/

受託会社 野村信託銀行株式会社
信託財産の保管等を行います。

販売会社
受益権の募集の取扱、販売、一部解約の実行の請求の受付、収益分配金の再投資ならびに収益分配金、
償還金および一部解約金の支払等を行います。投資信託説明書（交付目論見書）の提供は、販売会社に
おいて行います。

当資料はＳＯＭＰＯアセットマネジメント株式会社（以下、弊社）により作成された情報提供資料であり、法令に基づく開示書
類ではありません。投資信託は金融機関の預金と異なりリスクを含む商品であり、運用実績は市場環境等により変動します。した
がって、元本、分配金の保証はありません。信託財産に生じた利益および損失は、すべて受益者に帰属します。投資信託は、預金
や保険契約と異なり、預金保険・保険契約者保護機構の保護の対象ではありません。証券会社以外の登録金融機関でご購入
いただいた投資信託は、投資者保護基金の保護の対象ではありません。当資料は弊社が信頼できると判断した各種情報に基づい
て作成されておりますが、その正確性や完全性を保証するものではありません。当資料に記載された意見等は予告なしに変更する
場合があります。また、将来の市場環境の変動等により、当該運用方針が変更される場合があります。投資信託の設定・運用は委
託会社が行います。お申込みの際には、投資信託説明書（交付目論見書）をあらかじめまたは同時にお渡ししますので、詳細を
ご確認の上、お客さま自身でご判断ください。なお、お客さまへの投資信託説明書（交付目論見書）の提供は、販売会社におい
て行います。

販売会社一覧

ＳＯＭＰＯアルジェブリス・グローバル金融株式ファンド（円ヘッジなし）
追加型投信／内外／株式

6

情報提供資料


	スライド番号 1
	スライド番号 2
	スライド番号 3
	スライド番号 4
	スライド番号 5
	スライド番号 6

